Applying the Mincer Wage Equation to Japanese Data (Japanese) by KAWAGUCHI Daiji
%1






RIETI Discussion Paper Series 11-J-026

















環として行われ、2010 年 9 月 18 日の日本経済学会秋季大会にて特別報告された。賃金構造基















金率 wage を、教育年数 educ、潜在経験年数 exp、観察不能な賃金決定要因の関数 u として
示す式：






とを示す研究が日米の経済学者によって行われてきた(Hashimoto and Raisian (1985), Mincer
and Higuchi (1988), Clark and Ogawa (1992),Abe (2000))。また勤続年数によって強く規定され
る賃金構造より日本の労働市場の特質をあぶりだそうとする研究として石川 (1991)、三谷



















が労働経済学者によってなされるようになった (中馬 (1997)、Kato(2001)、Ono and
Moriguchi(2006)、Abe and Hoshi (2007)、 Jackson (2007)、赤羽・中村（2008） 、 Shimizutani


































この論文では、日本のデータとして賃金構造基本統計調査の 2005 年から 2008 年のミク
ロデータを用い、米国のデータとして Current Population Survey の 2005 年から 2008 年のミ
クロデータを用いる。以下でそれぞれのデータとサンプル構築について説明する。
ここで 2005 年以降に限定したのは 2005 年から賃金構造基本統計調査の調査票の形式が
一部変更となったため、それほど深刻ではないが、データの接続が一部困難な点が見られ










所を含んでいるが、10 名以上を雇う民営事業所の場合、2008 年の実績で 62302 事業所が対
象となり 45010 事業所が回答している。有効回収率はおおよそ 75%である。調査対象事業







要な変数である学歴の情報が取れないためである。表 1 は 2005 年から 2008 年のデータを
プールした時の民営事業所で働く男性労働者の雇用形態×就業形態別のクロス表である。1
割弱の短時間労働者が分析から落ちてしまうが、一般労働者の中では期間の定めのない正






か月以上の契約で働く労働者、一か月未満の契約であるものの前 2 カ月それぞれ 18 日以上働い
た労働者が含まれる。常用労働者でない労働者は臨時労働者と呼ばれる。5
もので割ることで求めた。名目賃金額は消費者物価指数総合を用いて 2005 年の貨幣価値に
実質化した。労働者の学歴については（1）中学、 （2）高校、 （3）高専・短大、 （4）大学・
大学院の 4 階層で記録されている。 年齢より中卒については 15 を、 高卒については 18 を、
高専・短大卒については 20 を、大学・大学院卒については 22 を引くことで潜在経験年数
を計算した。計算された値が負の値をとった場合には 0 を割り振った。勤続年数について
は記録されているものを直接用いる。
米国の分析に用いるデータは Current Population Survey (CPS) である。失業率の計算を主
要な目的として毎月 5 万世帯を対象に行われる世帯調査である。世帯を代表して一人が世
帯構成員の情報を答える。時系列統計量がぶれないように同一世帯を合計 8 か月にわたっ
て調査するサンプリングを用いている。 具体的には一つの世帯を 4 カ月連続して調査して、
8 か月間調査対象とならない期間を設け、また 4 か月調査するという設計となっている。よ
って、同一世帯が同じ月に 2 年連続で調査対象となることになっている。1 年目の 4 か月目
と 2 年目の 4 カ月目に当たる世帯が Outgoing Rotation Group (ORG) である。以下の分析で








35 時間未満の労働者を除外した。学歴は階層で聞かれているが、Jaeger (2003) に従い連続
変数に変換し 12 年に当たるもの（これには 12 年の教育を受けたものの卒業証書を受け取































よそ 25 年前後である。高卒労働者に至っては潜在経験年数 30 年前後まで平坦化しない。
日本の賃金プロファイルの傾きが米国のものよりも急なことは早くも Shimada (1974) に
おいて指摘されていたことである。また 1970 年代や 80 年代のデータを用いて賃金プロフ
ァイルの傾きの日米差を既存の研究は発見してきたが、多くの研究はその差を技能蓄積が
日本においてはより継続的に行われることに求めてきた(Hashimoto and Raisian (1985),
Mincer and Higuchi (1988) )。これについては技能蓄積そのものの観察と、その技能蓄積を動
機づけるための職能資格制度と職能給の運用についての事例研究の蓄積がある（小池
（1977） 、Koike (1983)、小池・中馬・太田(2001)、楠田（2004） 、田中（2007） 、梅崎（2008）
など） 。また技術導入と労働者の技能蓄積が補完的であったことの証拠として Mincer and




















おける 60 歳時点での平均賃金の大幅な下落である。大卒労働者とっては潜在経験年数 38




















4 分析の対象期間である 2005 年から 2008 年にかけて高齢者雇用安定法は 62 歳（2006 年）あ














得が利子率 r で割り引かれ、 教育期間中には学費がかからず遺失労働所得のみが教育の機会
費用としてかかると考えると、s 年間の教育を受けた後に無限期間生きる個人の生涯所得は
以下のように書ける。










୷(ୱ) = rで与えられる。この条件を教育年数 s で積分すると、積分定数を c とした時





ということである。 時間当たり賃金率を説明しようとするとき、 学校を卒業した後の On the




高専卒・4 大卒以上の 4 階級、潜在経験年数は分析対象を 59 歳までに限定すると 0 年から















Lemieux and Fortin (1998)に従いランク回帰を行って係数ベクトルβを推定する。
具体的にはまず各個人の w をその分布全体に占める位置から 100 分位でならべて、その
100分位での順位がxにどのように依存しているかを順位プロビットによって推定すること
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を用いた。ここでカーネル関数 f には Epanechnikov カーネルを用いて、バンド幅 h には 0.2
を選んだ。図 2 は横軸に z の値をとり、縦軸にE ෡(w|z)の自然対数値をとったものであるが、
ほぼ直線状に並んでおり、時間当たり賃金率の自然対数をとるという変数変換が適切であ








































ルは若年のときに急な傾きをもつものの潜在経験年数が 10 年から 15 年を経るとほぼ水平
な形になることを特徴として持っている。そのために潜在経験年数の 2 次関数を当てはめ
ると全般的に平坦なプロファイルが推定されることになり、若年期の急速な賃金の伸びと11
その頭打ちがうまく推定できないことになる。この点を Murphy and Welch(1990)は主張し、




て 2 次関数の当てはまりを悪くした原因である潜在経験年数 10 年から 15 年以降の賃金の
頭打ちがそれほど明確には観察されない。よって、2 次関数を用いた賃金プロファイルの近
似はそれほど悪くないことも予想される。図 4 には高卒労働者について対数賃金―潜在経





同様に 2 次関数の当てはまりは十分によく、 4 次関数を利用することによって当てはまりが
向上するということは観察されない。高卒、大卒ともに 2 次関数での賃金プロファイルの













果の側面も無視でないであろう。潜在経験年数が 20 年である労働者とは 40 歳前後の労働
者であるが、サンプル期間である 2005－2008 年にこの年齢層の労働者は 1965 年から 1968










































ある。賃金構造基本統計調査は毎年 170 万人の労働者を抽出している。その一方で Current
Population Survey は毎月 5 万世帯を調査しているが、所得が聞かれる可能性があるのは、そ
のうちの 1/4 の世帯である。年間 60 万世帯の 1/4 なので 15 万世帯が相当するが、当然のこ
とながら働いている人からしか所得データは得られない。結果として、ここで分析の対象
となっているサンプルサイズも日本が約 240 万、アメリカが約 18 万である。まずこのサン
プルサイズの違いがサンプリング誤差の大きさの違いをもたらしている。さらに賃金構造
基本統計調査は事業所に備え付けられた賃金台帳から労働者をランダム抽出することで給






























多くの先行研究による結果と整合的である （伊藤・照山 （1995） 、 大竹 （1995） 、三谷(1997)、
5 より測定誤差が少ないと思われる対数所得分散の年齢プロファイルは米国のデータにおいて
も右上がりとなる。Meghir and Pistaferri (2010)のサーベイ論文が参考になる。14




























5. 学歴別の潜在経験年数－賃金プロファイルの推定に当たっては 2 次関数による
近似でもほとんど問題はない。














































定義したグループ内で賃金と T が独立であれば、グループ内で T=1 と T=0 の条件付き期待






ln(wage) = f(x)+ γT + u
ただし x は学歴と潜在経験年数より構成されるベクトルである。この x と T が外生だとす
ると(E(u|x,T) = 0)、γは一致推定可能である。
しかし賃金関数が誤って g(x)と特定化されると推定されるモデルは
ln(wage) = g(x) + γT + f(x)− g(x) + u = g(x)+ γT + v
となってしまう。ただしあらたな誤差項 v はv = f(x) − g(x)+ u と定義される。ここで誤差
項 v は x の関数なのでE(v|x,T) = 0は成立しない。特に P(T=1|x)が x に依存していると誤差
項 v と T は x を媒介にして相関することになる。このときγは一致推定されない。























を用いたHashimoto and Raisian(1985), Mincer and Higuchi (1988) やClark and Ogawa(1992) は













つは教育年数の内生性についてである。この論文でも用いたデータは 2005 年から 2008 年
という比較的短期間のプールされたクロスセクションデータである。このクロスセクショ
ンの情報から労働者の生涯にわたる賃金―潜在経験年数プロファイルを推定するために定
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雇用契約に期間の定めのない正社員 81.18 0.23 81.41
雇用契約に期間の定めのある正社員 1.98 0.09 2.07
雇用契約に期間の定めのない非正社員 2.73 3.97 6.70
雇用契約に期間の定めのある非正社員 4.98 4.83 9.81
合計 90.88 9.12 100
注：賃金構造基本統計調査 2005 年‐2008 年。民営事業所で働く男性労働者。総標本数は
2,723,405。
表 2： 1 年あたり教育の収益率
中卒 高卒 短大・高専卒 大・院卒





















経験年数 30 年 2.89 3.20 3.34 3.63
1 年あたり収益率 0.31
(0.012)
0.15
(0.009)
0.29
(0.01)
注：かっこ内は標準誤差。